
自家発電設備を設置する際、電気事業法上、設置者にはどのような保安規制が課せられ
ますか。

電気事業法では自家発電設備を電気工作物の一つとして位置づけ、一定規模以上の電気
工作物の設置者に対し、保安確保の義務を課しています。具体的には設置される自家発
電設備がどのような種類の電気工作物（一般用電気工作物又は事業用電気工作物）に該
当するかにより、設置者に課せられる保安規制の内容は大きく異なります。表１は電気
工作物の種類に応じ、設置者に課せられる保安規制の内容を示したものです。
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　10月号から連載で、自家発電設備を設置する際、電気事業法により発電設備の保安確保を図るために義務
づけられる「保安規制の内容」について紹介します。

表１　電気工作物の種類による保安規制

電気工作物の種類

保安規制等

電　気　工　作　物

一般用電気工作物
事業用電気工作物

自家用電気工作物 電気事業の用に供する
電気工作物

対　象

他の者から600Ⅴ以下で受電
し、その構内のみで電気を使
用するもの

高圧又は特別高圧で受電する
もの

電力会社等が電気を供給する
目的で設置したもの
・�発電所、変電所、送電線、
配電線、ダム、水路等

火薬類を製造する事業場や石
炭坑に設置するもの構内に設置される600V以下

の小出力発電設備で、その構
内のみで電気を使用するもの

小出力発電設備以外の発電設
備を同一の構内に設置するも
の

技術基準 適合命令 維持義務、適合命令
主任技術者 ― 選任・届出
保安規程 ― 作成・届出・遵守
工事計画 ― 事前届出（※１）

使用前自主検査 ― 検　査（※２）
使用前安全管理審査 ― 審　査（※２）
定期事業者検査 ― 検　査（※３）
定期安全管理審査 ― 審　査（※３）

報　告 ― 定期・事故報告（※４）

※１：�出力10,000kW以上の内燃力発電所、出力1,000kW以上のガスタービン発電所又は受電電圧10,000V以上の需
要設備の附帯設備として設置される非常用予備発電装置が対象となる。これらの発電設備以外でも、大気汚
染防止法等により「公害発生施設（ばい煙発生施設等）」に該当するものは、公害の防止に関する工事計画
の届出が必要となる。

※２：ガスタービンを原動力とする出力1,000kW以上の発電所が対象となる。
※３：ガスタービンを原動力とする出力1,000kW以上の発電所が対象となる。
※４：発電所の出力の変更等の報告、事故報告、出力1,000kW以上の発電所の運転半期報告等。
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自家発電設備が小出力発電設備として一般用電気工作物に該当する場合は、設置者には
ほとんど保安規制は課せられず、一方、事業用電気工作物に該当すると様々な規制が課
せられることが、表１を見て理解できました。では、自家発電設備が一般用電気工作物
又は事業用電気工作物のどちらに該当するかは、電気事業法上、どのような区分に基づ
きなされているのですか。

自家発電設備に対する電気事業法による電気工作物の区分として、施行規則第48条によ
り一般用電気工作物に該当する発電設備の出力範囲が定められています。なお、事業用
電気工作物に該当する発電設備については、一般用電気工作物に該当するもの以外のも
のとされています。表２は、一般用電気工作物に該当する発電設備の出力範囲を示した
ものです。

同一構内に設置された一般用電
気工作物で、種類の異なる発電
設備を組み合わせて、電気的に
接続して使用する場合、電気工
作物としての区分はどうなりま
すか。

接続された発電設備の合計した
出力により区分されます。合計
出力が50kW未満のものは一般
用電気工作物とされ、50kW以
上になる場合は事業用電気工作
物として区分されます。
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表２　一般用電気工作物に該当する発電設備の出力範囲

� （出力）　0� 10kW未満� 20kW未満� 50kW未満

太陽電池発電設備（※1） 出力50kW未満のもの

風力発電設備 出力20kW未満のもの

水力発電設備（※2） 出力20kW未満のもの

内燃力発電設備 出力10kW未満のもの

燃料電池発電設備（※3） 出力10kW未満のもの

※1：平成23年の電気事業法施行規則の改正により、出力範囲が20kW未満から50kW未満に拡大された。
※2：平成23年の電気事業法施行規則の改正により、出力範囲が10kW未満から20kW未満に拡大された。
※3：�固体高分子型は平成17年、固体酸化物型は平成19年にそれぞれ電気事業法施行規則の改正により、10kW未満

のものが一般用電気工作物の扱いを受けることになった。

内発協ニュース／ 2013年10月号 7


